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研究要旨 

 

現在、国立社会保障・人口問題研究所の人口・世帯の将来推計は、人口減少・少子高齢

化・地域構造変化等による人口・世帯の長期動向を踏まえた施策立案に広範に活用されて

いる。従来、わが国の人口・世帯の将来推計は、最初に全国の将来人口を推計し、これに

地域・世帯推計を整合させる形で実施してきた。しかしながら、わが国が人口減少期を迎

えるにあたり、首都圏の高齢化と地方の過疎化という複合的動態の進展、未婚率上昇等を

はじめとした家族・世帯構造の転換や高齢単独世帯の増加など、地域や世帯の変化が少子

化・長寿化等の全国的潮流に影響を与え、相乗しながら展開するようになってきている。 

このような人口減少期における将来推計にあたっては、先進諸国等における人口学界の

最新の研究動向を反映した人口・世帯の動向分析の深化や、地域・世帯の将来に関する情

報提供により重点を置きこれに全国的な少子化・長寿化の傾向を整合させるという新たな

観点を導入した将来推計モデルの開発が求められる。一方、世界から注目を浴びるわが国

の人口高齢化とその政策的・技術的対応は「日本モデル」として中長期的な成長戦略分野

となり得るものであり、その企画には人口・世帯の将来推計を用いた政策的シミュレーシ

ョンが必要となる。 

そこで、本研究は人口減少期に対応した新たな人口学的将来推計に関して総合的な研究

を行うことを目的とし、①最先端技術を応用した人口減少期における総合的な人口・世帯

の動向分析、②地域・世帯に関する推計に重点を置いた次世代将来推計モデルに関する基

礎的研究、③将来推計を活用した政策的シミュレーションに関する研究の三領域から研究

を推進する。 
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Ａ．研究目的 

現在、国立社会保障・人口問題研究所の

人口・世帯の将来推計は、人口減少・少子

高齢化・地域構造変化等による人口・世帯

の長期動向を踏まえた施策立案に広範に活

用されている。従来、わが国の人口・世帯

の将来推計は、最初に全国の将来人口を推

計し、これに地域・世帯推計を整合させる

形で実施してきた。しかしながら、わが国

が人口減少期を迎えるにあたり、首都圏の



 

 

高齢化と地方の過疎化という複合的動態の

進展、未婚率上昇等をはじめとした家族・

世帯構造の転換や高齢単独世帯の増加など、

地域や世帯の変化が少子化・長寿化等の全

国的潮流に影響を与え、相乗しながら展開

するようになってきている。 

このような人口減少期における将来推計

にあたっては、先進諸国等における人口学

界の最新の研究動向を反映した人口・世帯

の動向分析の深化や、地域・世帯の将来に

関する情報提供により重点を置きこれに全

国的な少子化・長寿化の傾向を整合させる

という新たな観点を導入した将来推計モデ

ルの開発が求められる。一方、世界から注

目を浴びるわが国の人口高齢化とその政策

的・技術的対応は「日本モデル」として中

長期的な成長戦略分野となり得るものであ

り、その企画には人口・世帯の将来推計を

用いた政策的シミュレーションが必要とな

る。 

そこで、本研究は人口減少期に対応した

新たな人口学的将来推計に関して総合的な

研究を行うことを目的として研究を行うも

のである。 

 

Ｂ．研究方法 

研究は、大きく分けて以下の３項目の課

題領域ごとに進められる。 

 

① 最先端技術を応用した人口減少期にお

ける総合的な人口・世帯の動向分析 

人口減少期に対応した新たな人口学的将

来推計の研究にあたっては、最先端技術を

応用した総合的な人口・世帯の動向分析が

必要となる。そこで、まず、先進諸国等に

おける最新の出生・死亡研究、地域別の出

生・死亡・移動とその人口学的メカニズム、

離家・結婚・同棲・離婚等の世帯形成・解

体行動、外国人人口の地理的分布と国内移

動の動向に関する研究動向や最先端技術の

レビューとデータ整備を行う。さらに、こ

れらに基づいて、出生・死亡分析のための

新たな指標の開発、日本における地域別の

人口構造が各地域の出生・死亡・移動に与

える影響、世帯形成・解体行動の動向と地

域パターンの変化、外国人人口の地理的分

布・国内移動・世帯変動、海外に移住する

日本人の動向分析など、国内・国外の人口・

世帯の動向を総合的に分析する。 

 

② 地域・世帯に関する推計に重点を置い

た次世代将来推計モデルに関する基礎的研

究 

①で行われた総合的な人口・世帯の動向

分析を踏まえて、地域・世帯に関する推計

に重点を置いた次世代将来推計モデルに関

する基礎的な研究を行う。この中では、先

進諸国等における世帯推計の動向や生殖補

助/遺伝子医療による人口学的インパクト

に関する国際研究のレビュー、高学歴・高

就業化に応じた女性の人口移動動向に関す

る分析、人口移動と地域人口分布の変化に

関する指標群の構築、ジェンダー変容に応

じた人口移動・世帯変動に関する分析を行

い、出生・死亡モデル改善・精密化と多様

な情報提供、GIS等を利用した将来人口推

計における人口移動モデル改善、全国将来

推計と地域・世帯との統合化や、地域別人

口推計と世帯推計の統合化に関する研究を

行う。 

 

③ 将来推計を活用した政策的シミュレー

ションに関する研究 

人口減少期における様々な施策の企画立

案にあたっては、人口・世帯の将来推計を

用いた政策的シミュレーションによる定量

的な評価が必要となる。本研究では、将来

推計を活用した政策的シミュレーションの

ための基礎的な研究として、地方自治体の

政策と地域別人口変化との関係分析、人口



 

 

減少社会における持続可能な地域政策に関

する研究、世帯・居住状態の変化や地域別

の世帯・居住状態の変化が政策的・行政的

ニーズに及ぼす影響、高齢者ケア需要と人

口移動に関する国際比較研究レビューと動

向分析、高齢者ケア需要と世帯変動・人口

移動に関する総合的モデルの検討、さらに、

国際人口移動の選択肢と将来人口に与える

効果分析と、これらに対応し、出生・死亡

動向の変動を加えた社会保障シミュレーシ

ョンに関する研究を行う。 

なお、研究全般にわたり、社人研や研究

者個人が属する国際的研究ネットワークを

最大限に活用し、諸外国や国際機関などと

緊密な国際的連携を図って研究を進める。

また、研究所が有する人口・世帯の将来推

計に関する研究蓄積を方法論やモデル構築

研究に活かすとともに、所内外の関連分野

の複数の研究者に研究協力者として参加を

要請し、総合的に研究を推進する。具体的

には、社人研からは、国際関係部小島克久

室長、千年よしみ室長(H28 のみ)、中川雅

貴研究員、情報調査分析部別府志海室長、

人口構造研究部菅桂太室長、人口動向研究

部是川夕主任研究官、余田翔平研究員、所

外からは東洋大学経済学部講師新谷由里子

氏に研究協力者を依頼し、研究協力を得た。 

本研究にあたっては、統計法 32 条に基

づき、人口動態統計、及び出生動向基本調

査、並びに、統計法 33 条 1 号に基づき、

国勢調査の個票情報の提供を受けている。 

 

Ｃ．研究成果 

本研究の成果は多岐にわたることから、

３年間全体の研究成果を、結婚・出生の動

向分析、移動の動向分析、次世代地域推計

の開発、外国人受入シミュレーション、次

世代世帯推計の開発と地域・世帯に関する

政策の５領域に体系化した。以下、これに

基づいて研究結果を述べる。 

結婚・出生の動向分析として、分析の基

礎となる結婚・出生データベースの開発に

関するコーホート出生データの整備、年次

途中の月別出生数から最新の出生力を測る

方法論の構築、ライフコースと妻の就業に

関するデータの質の考察など、データ整

備・方法論に関する研究成果とともに、生

殖補助医療の人口学的インパクト、育児期

の母親の就業異動と保育資源の変動など、

様々な観点からの実体的分析を行った。こ

のような実体的分析からは、現在の女性の

晩婚・晩産化に鑑み少子化対策の一つの要

素として ART の適切な利用を位置づける

ことの重要性や、第 2子以降複数の子ども

を持つ中での就業異動割合が非常に少なく

入職よりも離職のほうが起こりやすいこと

から、同一個人内での子ども数の増加と母

親の離職に関連がある可能性が示唆される

などの知見が得られた。また、近年のコー

ホート初婚率・第一子出生率は、かつての

年齢パターンとは異なり、分散が拡大する

傾向が見られているが、この背景として妊

娠先行型結婚・出生とそれ以外の結婚・出

生との分離の拡大傾向があることが確認さ

れた。これは、若年層において一定の妊娠

先行型結婚・出生が安定的に存在している

のに対し、それ以外については、30歳代以

上で駆け込みとも呼ばれるような出生パタ

ーンが発生してきており、このような晩産

化型の出生パターンが一定の定着傾向を見

せながら分布の高齢化に結びついているこ

とが要因となっている。このような新たな

年齢パターンのモデリングについて、両者

を分離した多重減少モデルの適用を試み、

その有効性を明らかにした。 

移動の動向分析として、国際移動データ

統一化の流れや外国人人口に関する諸統計

の比較など、移動に関する人口学的データ

の課題等を整理した。国際移動データにつ

いては国連が 1953 年に統一基準に係わる



 

 

勧告を出してから半世紀以上が過ぎている

ものの、ストックに関しては定義の統一化

にかなりの進歩がみられたが、フロー・デ

ータに関しては大きな困難に直面している

こと、一方、わが国の外国人人口統計につ

いては新たな在留管理制度の導入により国

勢調査との整合性は増したものの時系列デ

ータの連続性に関する問題点が存在してい

ることが明らかとなった。また、外国人人

口の分布と移動、在外日本人の人口動向、

高齢者ケア需要と世帯変動・人口移動、ジ

ェンダー変容に応じた人口移動・世帯変動

など、移動に関する様々な角度からの実体

人口学的分析を行った。特に、外国人人口

の分布と移動に関する住民基本台帳の分析

からは、外国人人口は日本人人口と比較し

て相対的に若い年齢構造をもつがこの傾向

はとりわけ三大都市圏の中心区部において

顕著であり、外国人人口が転入超過となっ

ている市区町村の割合は中心部で高いこと

から、地域人口の人口減少と人口構造の地

理的不均衡を外国人人口の増加が和らげる

役割を果たすとの期待がある一方で、その

影響はむしろ三大都市圏の中心区部に集中

していることが明らかとなった。 

次世代地域推計の開発として、地域別出

生力の合計結婚出生率や就業行動変化を用

いた動向分析、2010年国勢調査人口移動集

計の不詳推定による補正などの基礎データ

整備を行った。特に、2010年国勢調査の補

正結果は住民基本台帳人口移動報告に大幅

に近づき、補正の方向性が概ね良好であっ

たと同時に、1990年や 2000年国勢調査の

人口移動集計結果との比較が可能な十分な

精度の OD表が構築された。一方、全国と

都道府県の整合性を保つ将来人口推計モデ

ルの検討に関して、全国と都道府県の整合

性を保つ死亡率推計モデルの検討やプール

モデルによる都道府県別将来人口推計など、

先進的な手法を採り入れた地域推計システ

ムの構築を試行した。特にプールモデルに

よる都道府県別将来人口推計からは、人口

移動に関して矛盾がなく年齢各歳別という

細かい単位でも長期間にわたって安定した

推計結果が算出されること、プールモデル

で直近の人口移動傾向を一定として推計を

行うと純移動率は概ね縮小していく傾向が

あり、単一地域モデルで純移動率を縮小さ

せた場合に近い結果が得られる可能性があ

ること、プールモデルによれば各仮定が他

地域も含めた推計結果に及ぼす影響も定量

的に評価することが可能であることなどが

明らかとなった。 

外国人受入れシミュレーションについて

は、外国人女性の経済的達成の特徴とその

決定要因、外国人女性の出生力とその決定

要因の分析に基づきわが国に外国人を受け

入れた場合の外国人女性出生力モデルを構

築し、さらに、ＯＥＣＤ加盟国における外

国人出身介護労働者の現状と受入の仕組み

を調査することにより、将来のわが国にお

ける外国人受入れに関して想定されるシナ

リオを検討し、国際人口移動の選択肢とそ

れらが将来人口を通じて公的年金財政に与

える影響など、国際人口移動に出生動向の

変動を加えた総合的政策シミュレーション

を実行した。国際人口移動の選択肢に基づ

く公的年金財政影響シミュレーションでは、

外国人受入れ及びその公的年金制度適用に

関する複数の前提条件の下に、外国人人口

受入れによる将来人口の変化について仮想

的シミュレーションを行い、公的年金に与

える財政影響に関して人口学的観点からの

分析を行った。受け入れた外国人を厚生年

金に適用する場合には所得代替率上昇効果

があるのに対して、国民年金に適用する場

合は大きな効果は見られなかった。特に、

受け入れた外国人を厚生年金へ適用する場

合、基礎年金の水準低下幅の拡大が抑えら

れることから、基礎年金水準低下問題に対



 

 

応する効果があることが明らかとなった。 

次世代世帯推計の開発と地域・世帯に関

する政策に関しては、先進諸国等における

世帯数の将来推計の動向のレビューや高齢

者の居住状態の将来推計などを行うととも

に、人口減少社会における持続可能な地域

政策に関する研究を行い、地域別人口推計

と世帯推計の統合化に関する課題や、地域

別の世帯・居住状態の変化が政策的・行政

的ニーズに及ぼす影響に関して検討を行っ

た。特に、高齢者の居住状態の将来推計に

ついて、65歳以上高齢者の居住状態を「単

独」「夫婦のみ」「子と同居」「その他と同居」

「施設」に類型化し、2010～35 年の 5 年

毎に男女別・5 歳階級別に将来推計を行っ

たところ、男女とも施設人員と独居高齢者

の増加が著しいこと、近居の減少を勘案す

ると独居高齢者の増加はさらに急激である

ことが明らかとなった。 

 

Ｄ．考察 

国立社会保障・人口問題研究所における

人口・世帯の人口学的な将来推計は人口投

影手法によっており、この実行にあたって

は、過去から現在に至る出生、死亡、移動、

世帯形成・解体などの人口学的諸率の趨勢

を正確に測定・把握し、その動向に関する

定量的な分析把握に基づいて、様々な指標

構築やモデル化を行うことが必要不可欠で

ある。本研究によって、分析の基礎となる

様々なデータの多角的検討や、先進諸国等

における人口学界の最新の研究動向を反映

し、最先端技術を応用した総合的な人口・

世帯の動向分析を行うことができ、人口投

影に求められる最新の人口学的諸率の趨勢

をより精緻に把握することが可能となった。

一方で、これらの動向分析からは様々な政

策的インプリケーションが見出されている。

例えば、近年、30歳代以上女性で晩産化型

出生パターンの一定の定着傾向が観察され

たが、このような晩産化型出生パターンの

定着傾向が今後も続くかどうかは、この年

齢層の女性がこれまで妊娠・出産を先送り

してきたことに関連する様々な障害を取り

除けるかどうかという政策的課題に直結し

ている。一方で、このような動向分析を深

める上では、さらなる基礎データの充実や

補正法の改善などによる実体解明が必要で

ある。種々の施策立案には、正確な現状把

握が必要不可欠であるが、例えば国際移動

に関しては現在のデータ収集には依然とし

て課題があることが明らかとなった。一方、

国勢調査人口移動集計の不詳補正で行った

ように、基礎データの問題点を認識しつつ、

現状をより正確に把握できるデータに近づ

けていく補正法などの方法論も重要であり、

本研究では特に移動統計を中心にこのよう

な手法に関する提案を行うことができた。 

また、本研究では次世代の地域推計や世

帯推計に向けての試行的モデルに関する基

礎的な成果を得た。特にプールモデルによ

る都道府県別将来人口推計に関する結果か

らは、国際人口移動の扱いや将来の人口移

動仮定の設定方法など、多地域モデルの実

際の地域推計への適用に向けた課題は多い

ものの、単一地域モデルと比較すれば人口

移動モデルとしての優位性は明らかであり、

人口移動統計の拡充と並行して今後も多地

域モデル適用のための基礎研究を積み重ね

ていくことの重要性が明らかとなった。 

一方、将来推計を活用した政策的シミュ

レーションに関する研究からは、外国人受

入れの公的年金財政への影響など、政策に

直結する成果を導くことができた。一般に、

人口や世帯に関する動向の変化は、将来の

人口・世帯の規模や構造に長期的な影響を

及ぼす可能性があることから、人口・世帯

に関する政策的議論は長期的視点に立って

行うことが必要である。本研究で行った外

国人受入のシミュレーションについても、



 

 

受け入れた外国人は将来、高齢化して年金

受給者に回る一方で、家族呼び寄せや出生

行動等は新たな支え手を生み出す原動力と

もなっている。外国人労働者受入れに関す

る議論は、しばしば当面の労働力不足を補

うだけの短期的視点で行われることがある

が、長期的な人口・世帯への影響をも考慮

することが重要である。 

 

Ｅ．結論 

人口・世帯の動向は広範な分野の施策に

影響を及ぼすことから、本研究で得られた

動向分析結果は関連各分野の施策立案に

資する基礎資料として活用が期待される。

例えば、晩産化型出生パターンの定着傾向

が続くかどうかは、この年齢層の女性が妊

娠・出産を先送りしてきたことに関連する

障害を取り除けるかどうかによることを

指摘したが、この背景として、女性の両立

支援など就業の課題、子育ての経済的負担、

不妊治療などの ARTの利用しやすさなど、

政策的サポートが可能な様々な要因が関

連している可能性があることから、少子化

対策を行う上では本研究で得られた人口

学的な動向分析を踏まえて検討が行われ

ることが望ましい。 

また、次世代の地域推計や世帯推計に向

けての基礎的研究成果は、今後の地域推

計・世帯推計の精度を向上させることに直

結しており、これにより、子育て・医療・

介護等の施策立案に必要な地域の将来人

口や高齢世帯の見通しなど、厚生労働行政

施策のニーズにマッチした地域・世帯に関

する詳細な将来推計結果の提供が可能と

なるものである。 

一方、将来推計を活用した政策的シミュ

レーションに関する研究における、外国人

受入れの公的年金財政への影響シミュレ

ーションの成果は、今後の年金制度の検討

の基礎資料としての活用が期待される。特

に、平成 26年財政検証を踏まえてとりま

とめられた「社会保障審議会年金部会にお

ける議論の整理」（平成 27年 1月 21日）

では、財政検証において基礎年金のマクロ

経済スライド調整に 30年程度を要し、将

来の基礎年金の水準が相対的に大きく低

下していく点を問題として指摘するとと

もに、これは被用者年金制度における所得

再分配機能を弱める効果を持つことなど

から放置できないとの認識を示している

が、本研究の成果によれば、外国人を受け

入れて厚生年金に適用することは、現行の

年金制度が抱える基礎年金水準低下問題

の解決に一定程度寄与することとなる。外

国人受入れが公的年金制度に及ぼすこの

ような効果は他の研究ではあまり指摘さ

れておらず、政策議論においても注目すべ

きポイントであると考える。 
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